令和７年12月26日

都道府県
各　　指定都市　　こども政策担当部局　担当者様
中 核 市
株式会社 日本経済研究所

「児童福祉施設等における業務継続に向けた実態アンケート調査」の実施について

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 
さて、私どもは現在、こども家庭庁「令和７年度 子ども・子育て支援等推進調査研究事業」として、『児童福祉施設等における業務継続の在り方に関する調査研究』を実施しています。この調査研究は、自然災害等による停電・断水・通信途絶など主要インフラが寸断された場合においても児童福祉施設等において業務を継続できる体制を確保することを目的として、現状の対策実施状況の把握と課題・ニーズの分析を行うことを目的として実施する事業です。
　その中で、全国の児童福祉施設等における業務継続対策の実態アンケート調査を行います。
つきましては、ご多用のところ誠に恐れ入りますが、次頁「４．依頼事項」のとおりご協力下さいますようお願い申し上げます。

1． アンケート調査の対象施設・事業
	[bookmark: _Hlk216273215]①乳児院
②母子生活支援施設
③保育所（認可外保育施設を含む。ただし居宅訪問型保育事業は含まない）
④小規模保育事業所
⑤認定こども園（幼保連携型、保育所型、地方裁量型。ただし幼稚園型は含まない）
⑥児童館　
⑦児童養護施設　
⑧小規模住居型児童養育事業所（ファミリーホーム）
⑨児童自立生活援助事業所（Ⅰ～Ⅲ型 。Ⅲ型はファミリーホームで実施しているもののみ）
⑩障害児入所施設（福祉型・医療型）
⑪児童発達支援センター　
⑫児童心理治療施設　
⑬児童自立支援施設　
⑭児童家庭支援センター　
⑮里親支援センター　
⑯一時保護施設


２．アンケート実施期間　
令和８年１月５日（月）～１月28日（水）

３．アンケート回答方法・本件の問合せ先
　　「資料１ 依頼文（ご回答者様）」（各児童福祉施設等あて）のとおり
　　（※）各施設から直接、Webフォームにてご回答をいただきます。

４．依頼事項
＜都道府県　こども政策担当部局　ご担当様へのご依頼＞
（１）「１．アンケート調査の対象施設・事業」のうち、貴都道府県が管轄する施設について
　貴都道府県から各施設に対して、以下の送付をお願いいたします。
＜ご送付いただきたい資料＞
・「資料１ 依頼文（ご回答者様）」（各児童福祉施設等あて）
・「資料２ ご回答者の皆さまへ」
・「資料３ 調査項目一覧（参考）」

（２）「１．アンケート調査の対象施設・事業」のうち、指定都市・中核市をのぞく市区町村（特別区を含む）が管轄する施設については、市区町村（特別区含む）あてに、「１．アンケート調査の対象施設・事業」のうち①～⑯のいずれの施設等が市区町村（特別区含む）のご対応範囲かをお示しの上で、以下の資料の送付をお願いします。
＜ご送付いただきたい資料＞
・「別添１ 依頼文（各市区町村様）」（市区町村　こども政策担当部局あて）
・「資料１ 依頼文（ご回答者様）」（各児童福祉施設等あて）
・「資料２ ご回答者の皆さまへ」
・「資料３ 調査項目一覧（参考）」

＜指定都市・中核市　こども政策担当部局　ご担当様へのご依頼＞
「１．アンケート調査対象施設・事業」の①～⑯のうち、貴市が管轄又は都道府県より権限移譲されている施設等について、各施設へ以下の資料のご送付をお願いします。
＜ご送付いただきたい資料＞
・「資料１ 依頼文（ご回答者様）」（各児童福祉施設等あて）
・「資料２ ご回答者の皆さまへ」
・「資料３ 調査項目一覧（参考）」

（注１）なお、PDFに変換すると一部の施設でアンケート回答先のURLにアクセスできない可能性がありますので、送付資料のうち、「資料１ 依頼文（ご回答者様）」（各児童福祉施設等あて）、「資料２ ご回答者の皆さまへ」は、必ずWord文書のままでご送付いただくようお願いします。
お忙しいところ誠に恐縮ですが、本アンケート調査の趣旨を御理解いただき、御協力いただきますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。

以上


                ＜連絡・問合せ先＞
株式会社 日本経済研究所　公共デザイン本部 
医療・福祉チーム 
TEL：070-1409-8648（金子）
080-3530-3695（村上）
080-4741-5686（木野）
080-3530-3297（菅原）
平日10時～17時まで（※）
※12時～13時、土日祝日を除く



別添１
令和７年12月26日

各市区町村
こども政策担当部局　御中

　　  　株式会社 日本経済研究所

[bookmark: _Hlk215758482]「児童福祉施設等における業務継続に向けた実態アンケート調査」の実施について

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 
さて、私どもは現在、こども家庭庁「令和７年度 子ども・子育て支援等推進調査研究事業」として、『児童福祉施設等における業務継続の在り方に関する調査研究』を実施しております。この調査研究は、自然災害等による停電・断水・通信途絶など主要インフラが寸断された場合においても児童福祉施設等において業務を継続できる体制を確保することを目的として、現状の対策実施状況の把握と課題・ニーズの分析を行うことを目的として実施する事業です。
その中で、全国の児童福祉施設等における業務継続対策の実態アンケート調査を行います。
つきましては、ご多用のところ誠に恐れ入りますが、次頁「４．依頼事項」のとおりご協力下さいますようお願い申し上げます。

１．アンケート調査の対象施設・事業
	①乳児院　
②母子生活支援施設
③保育所（認可外保育施設を含む。ただし居宅訪問型保育事業は含まない）
④小規模保育事業所
⑤認定こども園（幼保連携型、保育所型、地方裁量型。ただし幼稚園型は含まない）
⑥児童館
⑦児童養護施設
⑧小規模住居型児童養育事業所（ファミリーホーム）
⑨児童自立生活援助事業所（Ⅰ～Ⅲ型 。Ⅲ型はファミリーホームで実施しているもののみ）
⑩障害児入所施設（福祉型・医療型）
⑪児童発達支援センター
⑫児童心理治療施設
⑬児童自立支援施設　
⑭児童家庭支援センター
⑮里親支援センター
⑯一時保護施設


[bookmark: _Hlk216771151]２．アンケート実施期間　
令和８年１月５日（月）～１月28日（水）　

３．アンケート回答方法・本件の問合せ先
　　「資料１ 依頼文（ご回答者様）」（各児童福祉施設等あて）のとおり
　　　（※）各施設から直接、Webフォームにてご回答をいただきます。

４．依頼事項
「１．アンケート調査対象施設・事業」の①～⑯のうち、貴市区町村（特別区含む）が管轄又は都道府県より権限移譲されている施設等について、各施設へ以下資料をご送付いただきますようお願いします。
＜ご送付いただきたい資料＞
・「資料１ 依頼文（ご回答者様）」（各児童福祉施設等あて）
・「資料２ ご回答者の皆さまへ」
・「資料３ 調査項目一覧（参考）」

（注１）なお、PDFに変換すると一部の施設でアンケート回答先のURLにアクセスできない可能性がありますので、送付資料のうち、「資料１ 依頼文（ご回答者様）」（各児童福祉施設等あて）、「資料２ ご回答者の皆さまへ」は、必ずWord文書のままでご送付いただくようお願いします。
（注２）本依頼は、都道府県に対し、「１．アンケート調査の対象施設・事業」の①～⑯のうち、域内市区町村（特別区含む）の管轄分について、市区町村（特別区含む）あてに再依頼をしていただくよう、お願いしたものです。

お忙しいところ誠に恐縮ですが、本アンケート調査の趣旨を御理解いただき、御協力いただきますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。

以上


資料１

令和７年12月26日
各児童福祉施設等　御中

　　　　株式会社 日本経済研究所

「児童福祉施設等における業務継続に向けた実態アンケート調査」
の実施について

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 
さて、私どもは現在、こども家庭庁「令和７年度 子ども・子育て支援等推進調査研究事業」として、『児童福祉施設等における業務継続の在り方に関する調査研究』を実施しております。この調査研究は、自然災害等による停電・断水・通信途絶など主要インフラが寸断された場合においても児童福祉施設等において業務を継続できる体制を確保するため、現状の対策実施状況の把握と課題・ニーズの分析を行うことを目的として実施する事業です。
その中で、全国の児童福祉施設等における業務継続対策の実態に関するアンケート調査を実施します。
つきましては、ご多用のところ誠に恐れ入りますが、ご回答いただけますよう、お願いいたします。

１．回答方法 
施設ごとに、以下URL又はQRコードより、Webフォームにて回答してください。
[image: QR コード

AI 生成コンテンツは誤りを含む可能性があります。]回答先URL：

https://rsch.jp/89fdf737586e95a0/login.php

エル オージー　アイエヌ ドット　ピーエイチピー
アールエスシーエイチドットジェイピー
ハチキュウ エフディーエフ　ナナサン　ナナ　ゴ　ハチ　ロクイーキュウ ゴ　エー　ゼロ




※　0（ゼロ）とО（オー）、1（イチ）とl（エル）の違いにご注意ください。
※　回答方法やよくあるQ＆Aを、「資料２ ご回答者のみなさまへ」に掲載していますので、
ご覧ください。

２．設問内容
　　「資料３ 調査項目一覧（参考）」のとおり
※　Webフォーム上で入力内容の途中保存ができないため、資料３に基づき回答内容を
事前に検討・整理いただいた上でWebフォームに入力いただくと、スムーズにご回答いただけます。
３．回答期間
令和８年１月５日（月）から１月28日（水）まで　※24時間アクセスできます


[bookmark: _Hlk216270659][bookmark: _Hlk217572851]　　　　　　    ＜連絡・問合せ先＞
株式会社 日本経済研究所　公共デザイン本部 
医療・福祉チーム 
TEL：070-1409-8648（金子）
080-3530-3695（村上）
080-4741-5686（木野）
080-3530-3297（菅原）
平日10時～17時まで（※）
※12時～13時、土日祝日を除く
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